
 

 
２０２３年１月２７日 

各  位 

会 社 名 東北電力株式会社 

代表者名 取締役社長 社長執行役員 䬢口 康二郎 

（コード番号 9506 東証プライム） 

問合せ先 販売カンパニー リビング営業部 

リビング統括課長  石山 肇 

（TEL．０２２－２２５－２１１１） 

 

新電力等のお客さま情報の取り扱いに係る調査結果の報告について 

（電力・ガス取引監視等委員会からの報告徴収への報告） 

 

 当社は、２０２３年１月１３日、東北電力ネットワーク株式会社（以下、「東北電力ネットワーク」）

が管理する当社以外の小売電気事業者のお客さま情報（以下、「新電力顧客情報」）を閲覧していたこと

が判明し、電力・ガス取引監視等委員会（以下、「監視等委員会」）から報告徴収を受領いたしました。 

本事案は、昨年、東北電力ネットワーク以外の一般送配電事業者が管理する託送システムにおいて、

新電力顧客情報が特定関係事業者（一般送配電事業者と同一グループ内の小売電気事業者等）から閲覧

可能な状態に置かれており、特定関係事業者の社員等が閲覧を行っていた事案が発生したことを受け、 

２０２２年１２月２７日付の監視等委員会からの依頼に基づき調査を進める中で判明したものです。 

これまでに、当社の３営業所（青森県、岩手県、宮城県内の各１カ所、以下、「当該３営業所」）にお

いて、東北電力ネットワークが管理する端末（以下、「ＮＷ設定端末」）が配備され、新電力顧客情報が

閲覧可能な状態となっており、そのうち２営業所において、当社の従業員がＮＷ設定端末を使用して同

情報を閲覧していたことを確認しております。 （２０２３年１月１３日お知らせ済み） 

 

その後、当社は、販売部門以外の取締役副社長を委員長とする調査委員会を設置し、当該報告徴収に

基づく調査（アンケートおよび個別ヒアリング）を進めてきており、本日までに判明した調査結果を取

りまとめ、監視等委員会に報告いたしました。 

調査結果の概要は、以下のとおりです。 

 

≪調査結果（概要）≫ 

 当該３営業所に現在所属する従業員（派遣社員等含む）７６名に加え、現在、他の事業所（本店、

カスタマーセンター、支店、営業所）の販売部門に所属する従業員（派遣社員等含む）１，２９１

名を対象（計１，３６７名を対象）に、「新電力顧客情報を閲覧したことがあるか」についてアン

ケート調査（調査①）を実施いたしました。 

 本調査において、当該３営業所以外の１７事業所においても、過去に新電力顧客情報が閲覧可能な

状態があったことを確認したことから、２０１６年４月以降に販売部門に所属し、当該３営業所お

よび１７事業所において販売部門の業務に従事したことがある従業員５１６名（現在は販売部門以

外に所属）にも同様のアンケート調査（調査②）を実施いたしました。 

 調査①および②の結果（計１，８８３名を対象）、１月２７日現在、計２０事業所において、計   

１３０名の従業員が新電力顧客情報を閲覧したことがあることを確認いたしました。 

 

 



 

 

 

 

 なお、２０事業所のうち、カスタマーセンターにおいて、従業員１名が、昨年４～１０月頃、新電

力の事業撤退等に伴う大量の契約切替（スイッチング）申込に対する契約状況の確認業務のため、

８法人２６，８８５件の新電力顧客情報を閲覧していたことを確認いたしました。 

 新電力顧客情報を閲覧したことがあると回答した従業員（計１３０名）に対し、追加で閲覧目的等

に関する個別ヒアリングを実施しており、現時点における個別ヒアリングの結果では、情報閲覧の

目的は、お客さまからの契約申込ならびに契約切替（スイッチング）の申し出に対する契約状況の

確認に用いたものであり、新規（戻り需要含む）の顧客獲得等の営業活動には利用していないこと

を確認しております。 

 また、閲覧が判明した２０事業所について、現在は新電力顧客情報を閲覧できない状態となってい

ることを確認しております。 

 

  

新電力顧客情報を閲覧していた当該従業員については、アンケートおよび個別ヒアリングの結果、行

為規制の遵守よりも迅速なお客さま対応を優先したいという思いがあったこと等を確認しております。 

今回、これらを踏まえた発生原因を抽出するとともに、発生原因を踏まえて策定した再発防止対策に

取り組んでまいります。 

   

当社といたしましては、行為規制上、不適切な取り扱いを行っていたことについて、大変重く受け止

めており、深くお詫び申し上げます。 

  

今回の調査において、計２０事業所で新電力顧客情報を閲覧していた事案が確認されたことから、今

後さらに調査範囲を拡大し、販売部門以外の従業員を対象とするアンケート調査等も実施してまいりま

す。 

 また、調査体制についても、本日付けで、取締役社長を委員長とする「企業倫理・法令遵守委員会」

が直接関与する体制に変更するとともに、社内外の弁護士の意見もいただきながら、徹底した調査およ

び根本原因分析を実施した上で、実効性ある再発防止対策の策定を行ってまいります。 

 

 

以 上 

 

（別紙）電力・ガス取引監視等委員会からの報告徴収に伴う調査結果の概要について 
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電⼒・ガス取引監視等委員会からの
報告徴収に伴う調査結果の概要について

2023年1月27日
東北電⼒株式会社

別 紙
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１．調査概要
（１）調査体制

販売部門を担当していない取締役副社⻑を委員⻑とする「社内調査委員会」を設置するとともに、取締役社⻑を
委員⻑とする「企業倫理・法令遵守委員会」の指導や社内外の弁護士からの助言も受けながら、事実関係および経緯
の確認等の調査を進めてまいりました。

調 査 委 員 会

弁護士

企業倫理・法令遵守委員会
報告

監査等
委員会室

委員⻑ 髙野副社⻑

委員

グループ戦略部門⻑
ソーシャルコミュニケーション部門⻑

◎総務部⻑
情報通信部⻑
法⼈営業部⻑

販売戦略部⻑
〇リビング営業部⻑

副委員⻑ 河田常務佐々木常務砂子田常務

考査室⻑

小山常務

【事務局】
◎総務部
○リビング営業部

＜構成＞

1



All Rights Reserved.  Copyrights © 2023， Tohoku Electric Power Co.， Inc.

2１．調査概要

●販売部門に在籍する社員等を対象としたアンケート（調査①）
 計１，３６７名を対象に、「新電⼒顧客情報（東北電⼒ネットワークが管理する当社以外の⼩売電気事業者のお客

さま情報）を閲覧したことがあるか」についてアンケート調査（調査①）を実施。
※当社の当該３営業所（⼋⼾営業所、岩⼿三陸営業所、仙台北営業所）に現在所属する従業員（派遣社員等

含む）７６名、および現在、他の事業所（本店、カスタマーセンター、支店、営業所）の販売部門に所属する従業員
（派遣社員等含む）１，２９１名

●過去に新電⼒顧客情報の閲覧が発⽣した事業所に在籍しており、現在販売部門以外に所属している社員を
対象としたアンケート（調査②）

 当該３営業所以外の１７事業所においても、過去に新電⼒顧客情報が閲覧可能な状態があったことを確認したことから、
２０１６年４月以降に販売部門に所属し、当該３営業所および１７事業所において販売部門の業務に従事したことが
ある従業員５１６名（現在は販売部門以外に所属）にも同様のアンケート調査（調査②）を実施。

●調査結果（①および②）
 調査①および②による計１，８８３名を対象とした調査の結果、１月２７日現在、計２０事業所（当該３営業所

含む）において、計１３０名の従業員が新電⼒顧客情報を閲覧したことがあることを確認。
 なお、２０事業所のうち、カスタマーセンターにおいて、従業員１名が、昨年４〜１０月頃、新電⼒の事業撤退等に伴う

⼤量の契約切替（スイッチング）申込に対する契約状況の確認業務のため、８法人２６，８８５件の新電⼒顧客
情報を閲覧していたことを確認。

 新電⼒顧客情報を閲覧したことがあると回答した従業員（計１３０名）に対し、追加で閲覧目的等に関する個別
ヒアリングを実施しており、現時点における個別ヒアリングの結果では、情報閲覧の目的は、お客さまからの契約申込
ならびに契約切替（スイッチング）の申し出に対する契約状況の確認に用いたものであり、新規（戻り需要含む）の
顧客獲得等の営業活動には利用していないことを確認しております。

 また、閲覧が判明した２０事業所について、現在は新電⼒顧客情報を閲覧できない状態となっていることを確認しております。

（２）調査結果（概要）※詳細は次頁参照
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3１．調査概要
（３）調査の全体像
 今回の調査の全体像は以下のとおり。
 なお、今回のアンケート調査および個別ヒアリングを通じて、計２０事業所で新電⼒顧客情報を閲覧していた

事案が確認されたことから、今後さらに調査範囲を拡⼤し、徹底した調査を進めていく。

東北電⼒
販売部門

東北電⼒
販売部門

以外

2023年1月
現在の在籍

販売部門
経験

ー
調査①

Webアンケート
対象︓1,367名

117名244名

調査②
Webアンケート
対象︓516名

20事業所
勤務経験

あり

調
査
範
囲
拡
⼤

今後調査予定
（対象検討中）

調査③
個別ヒアリング
対象︓130名

計:1,883名

閲覧あり
(Webｱﾝｹｰﾄ回答者)

59名

閲覧あり
(閲覧目的確認要)

13名

閲覧あり事業所
20事業所※

非
常
災
害
応
援
・停
電
対
応
に
備
え
た

当
直
業
務
時
等
の
閲
覧
を
除
く

例︓⼩売全⾯⾃由化以降、販売部門に所属した経験のある者を対象に実施

⼩売全⾯
⾃由化
以降
あり

計:303名

※ ⼋⼾、岩⼿三陸、仙台北のほか、弘前、盛岡、岩⼿県南、秋⽥県北、旧能代、秋⽥県南、仙台南、旧白石、宮城県北、山形、
最上村山、郡山、いわき、 新潟支店、⻑岡、柏崎、カスタマーセンターをあわせた計20事業所
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4２．本事案の発生原因および再発防止対策等①

分 類 発 ⽣ 原 因 内 容

社内ルールの整備に
係る原因

照会⼿続きに時間を要していた ⼩売供給申込みに必要な情報を照会する⼿続きに
時間を要していた。

建物利⽤に関する社内ルールの
不⾜

東北電⼒ネットワークと執務室を共⽤する場合の
利⽤ルールが明⽂化されていなかった。

端末利⽤に関する社内ルールの
不⾜

東北電⼒ＮＷへの営業オンラインの利⽤権限付与の
依頼ルールが明⽂化されていなかった。

研修・企業倫理・
法令遵守に係る原因

⾃⾝の担当業務と⾏為規制
との関連性に対する認識不⾜

顧客獲得等の販売活動に使⽤しなければ問題とは
ならないと誤認していた。

「気づく・話す・直す」に対する
実践意識等の不⾜

問題となる⾏為と認識していた社員がいたにも関わらず、
周囲に問題提起するなどの⾏動がなかった。

チェック体制に係る原因

部門内におけるチェック機能の
不⾜

業務診断における診断項目に、⾏為規制に係る
具体的な確認項目が含まれていなかった。

部門外におけるチェック機能の
不⾜

内部監査の項目に、東北電⼒ＮＷへの新電⼒顧客
情報の適正な照会に関する診断項目がなかった。

 アンケート調査およびヒアリングの結果、新電⼒顧客情報を閲覧していた当該従業員については、「⾏為規制の
遵守よりも迅速なお客さま対応を優先したい」という思いがあったこと等を確認した。

 これらは、社内ルールの整備が不⾜していたことや、担当者において⾃⾝の業務と⾏為規制との関連についての
認識が不⾜していたことが背景にあると考えられる。

 それらを踏まえ、その背景にある本事案の発生原因は以下のとおりである。
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２．本事案の発生原因および再発防止対策等② 5

分 類 実 施 内 容 実 施 時 期

社内ルール
の整備・シス
テムに係る
防止策

社内ルールの整備
業務ルールの改善 段階的な取組み
建物利⽤に関する社内ルールの明確化 2023年2月〜3月
端末利⽤に関する社内ルールの明確化 2023年2月〜3月

システムの整備 販売／ＮＷの共同利⽤システムの物理分離 ⻑期的な取組み

研修・企業
倫理・法令
遵守活動に
よる対策

人材育成

⾏為規制に関する更なる理解浸透活動 2023年2月〜3月
⾏為規制に関する研修内容の充実 2023年度〜
⾏為規制に係る事例集の作成 2023年2月〜3月
理解浸透活動の⾒える化 2023年2月〜

企業倫理・法令遵守活動 社⻑・販売カンパニー⻑等による訓⽰ 2023年1月27日
コミュニケーション活性化 気づく・話す・直すの取組み強化 2023年2月〜

チェック体制
の充実による

対策

部門内の体制
臨時業務診断の実施 2023年2月〜3月
業務診断⼿法の⾒直し 2023年2月〜3月

部門外の体制 内部監査部門における定期的業務チェック 2023年度〜

 発生原因を踏まえ、以下の対策を実施するとともに、企業倫理・法令遵守の取り組みに本事案を反映させ、
従業員⼀人ひとりのさらなる意識改⾰に取り組んでいく。
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３．今後の調査について 6

 調査体制について、本日（1月27日）、取締役社⻑を委員⻑とする「企業倫理・法令遵守委員会」が直接関与
する体制に変更するとともに、社内外の弁護士の意⾒もいただきながら、徹底した調査および根本原因分析を実施
した上で、実効性ある再発防止対策の策定を⾏っていく。

調 査 委 員 会

弁護士

企業倫理・法令遵守委員会

報告

監査等
委員会室

委員⻑ 髙野副社⻑

委員
考査室⻑、グループ戦略部門⻑、

ソーシャルコミュニケーション部門⻑、総務部⻑、
情報通信部⻑、法人営業部⻑、
リビング営業部⻑、販売戦略部⻑

事務局 ◎総務部、○リビング営業部

副委員⻑
砂子⽥常務、佐々木常務、

河⽥常務、⼩山常務

＜構成＞ 調 査 委 員 会

委員⻑ 髙野副社⻑

委員
考査室⻑、グループ戦略部門⻑、

ソーシャルコミュニケーション部門⻑、総務部⻑、
情報通信部⻑、法人営業部⻑、
リビング営業部⻑、販売戦略部⻑

事務局 ◎総務部、○リビング営業部

副委員⻑
砂子⽥常務、佐々木常務、

河⽥常務、⼩山常務

＜構成＞

委員⻑ 樋⼝社⻑
企業倫理・法令遵守委員会

指⽰・命令
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事案１
（⼋⼾営業所の事案）

事案２
（岩⼿三陸営業所および仙台北営業所の事案）

概要

2018年7月1日の販売部門とネットワーク部門の事業所
分離時に、⼋⼾営業所において、当社と東北電⼒ネット
ワークが共同で利⽤する営業所窓⼝に、東北電⼒ネット
ワークにより、東北電⼒ネットワークが管理する新電⼒の顧
客情報（以下、「新電⼒顧客情報」）を閲覧可能な設定
となっているPC端末（以下、「ＮＷ設定端末」 ）が2台設
置された。⼋⼾営業所の⼀部社員は、そのうちの1台を使
⽤して、「新電⼒から当社への⼩売供給契約の変更」（以
下、「スイッチング」 ）などの申込み処理時に、顧客情報
（契約容量等）を閲覧していた。

2022年9月12日以降、岩⼿三陸営業所および仙台北
営業所において、派遣社員⽤に新規に端末を設置した際、
ＮＷ設定端末が配備されたことで、新電⼒顧客情報が
閲覧可能な状態となっていた。
岩⼿三陸営業所は、ＮＷ設定端末であることを認知し、

スイッチング等の申込み処理時に、顧客情報（契約容量等）
を閲覧していた。
なお、仙台北営業所は、派遣社員⽤端末の配備以降、

当該端末がＮＷ設定端末であることを認知せずに、あくまでも
⼩売設定端末として利⽤していた。

閲覧期間 2018年7月1日〜2023年1月4日
・岩⼿三陸営業所
2022年9月12日〜2023 年1月6日

・仙台北営業所（顧客情報の閲覧なし）
2022年12月15日〜2023年1月6日

閲覧した
ケース

・スイッチングの申込みがあった場合
・前⼊居者が新電⼒と契約していた需要場所において、
顧客から当社へ電⼒需給契約の申込みがあった場合

事案１と同様

閲覧内容
および
理由

・閲覧内容…当該需要場所における顧客の契約容量、
契約名義および深夜機器設備情報など

・閲覧理由…契約容量等については、東北電⼒ネットワーク
へ照会することにより確認可能であったが、業務の迅速性を
優先してＮＷ設定端末により確認したもの。

事案１と同様

7【参考１】事案の概要
 電⼒・ガス取引監視等委員会からの報告徴収の対象となった事案は以下のとおり。
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8【参考２】契約申込み時（アパートへの入居等）の必要諸元確認フロー

確認
方法 社内顧客管理システム スイッチング支援システム※ 東北電⼒ネットワーク（ネットワーク

サービスセンター:NSC）への照会

利用
条件

当社契約である
[他社契約の場合STEP2へ]

スイッチング支援システムに受付処理上
必要な諸元（契約容量等）が掲載

されている
[掲載無しの場合STEP3へ]

―

概要

 社内顧客管理システムで
契約状況を確認する。

《掲載無しの例》
 契約方法が設備契約のうち⼀部
 契約容量等の算定にあたって、

詳細な設備状況の確認が必要な
場合

 当社カスタマーセンター(集中センター)で
各事業所からの照会を集約し、NSCへ
確認する。

 カスタマーセンターでは、NSCからの確認
結果を当該営業所へ通知する。

STEP１ STEP2
(他社契約中箇所からの申込み)

STEP３
(他社契約中箇所からの申込み)

 他社契約中箇所のお客さまから当社へ契約申込みがあった場合に、受付処理に必要な諸元（契約容量等）を
確認する際は、STEP２・３により取得する運⽤ルールとなっている。

 今回の事案においては、上記運⽤ルールを逸脱し、当社の従業員が「東北電⼒ネットワーク⽤端末」を⽤いることで、
STEP2・３を省略し、STEP１で諸元を取得していた。

※ スイッチング等の電⼒契約の切り替えに係る各種業務を支援するために、電⼒広域的運営推進機関によって開発・運⽤されているシステム


